様式第１号（第７条関係）

公的開発事業事前相談書

（第１面）

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

明　石　市　長　様

相談者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　（事業者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　（　　　）

　明石市公的開発指導要綱第７条の規定により、次のとおり事前相談を行います。

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	公的開発事業

区域面積
	　　　　　　　　㎡
	建築物の用途
	

	用途地域
	
	工事種別
	□新築　□増築　□改築

	延べ面積
	        　    　㎡
	建築面積
	           　    　　　㎡

	高さ
	　　 　ｍ
	階数
	地上　　階地下　　階
	住戸数
	戸

	代理者
	住　　所
	

	
	氏　　名
	（担当）

	
	電話番号
	

	＊事務処理欄


（第２面）

	相　談　内　容

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


様式第２号（第７条関係）

公的開発事業に関する指導・助言書

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

                       様
　明石市長

　明石市公的開発指導要綱第７条第７項の規定により、事前相談に対して、次のとおり指導、助言をします。

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	公的開発事業

区域面積
	　　　　　　　 ㎡
	建築物の用途
	

	用途地域
	
	工事種別
	□新築　□増築　□改築

	延べ面積
	         　    ㎡
	建築面積
	           　    　　　㎡  

	高さ
	ｍ
	階数
	地上　　階地下　　階
	住戸数
	　　戸

	指導助言内容
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


様式第３号（第８条関係）

公的開発事業届

（第１面）

	年　　月　　日

明　石　市　長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　（　　　）

明石市公的開発指導要綱第８条の規定により、次のとおり届け出ます。

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	公的開発事業

区域面積
	       　　　　㎡
	建築物の用途
	

	設計者
	住　　所
	

	
	氏　　名
	

	
	電話番号
	

	事業施行者
	住　　所
	

	
	氏　　名
	

	
	電話番号
	

	代理者
	住　　所
	

	
	氏　　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　（担当）

	
	電話番号
	

	＊事務処理欄



（第２面）
	公的開発事業区域
	用途地域
	

	
	防火地域等
	□防火地域　　　　　　　　　　　□準防火地域　

□建築基準法第２２条指定区域　　□指定なし

	
	その他の区域
（高度地区等）
	□高度地区(第　　種)　□地区計画区域　□建築協定区域

□都市計画施設又は市街地開発事業の施行区域

□土地区画整理法第７６条の制限区域

□宅地造成工事規制区域　□その他（　　　　　　　　）

	公的開発事業に係る建築物
	主要用途
	

	
	工事種別
	□新築　　　□増築　　　□改築

	
	高さ
階　　数
構　　造
戸　　数
	　　　　　　ｍ
地上　　　　　　階　　　　　地下　　　　　階
　　　　　　　　造　　　　　一部　　　　　造
　　　　　　　　戸

	
	建築面積
	（申請面積） （申請以外の面積）　　　　（合　計）

　　　　㎡　　　　　　　㎡　　　　　　　　　㎡

	
	延べ面積
	（申請面積） （申請以外の面積）　　　　（合　計）

　　　　㎡　　　　　　　㎡　　　　　　　　　㎡

	公的開発事業に係る公共施設等
	一区画敷地面積
	(最小)　　　㎡(≧１３０㎡)　(平均)　　　㎡(≧１５０㎡)

	
	小規模住戸
	□有（床面積　　　　㎡≦４０㎡）　　　□無

	
	自動車駐車場
	台（　　　　％≧規定値：　　　％）

	
	駐輪場
	台（　　　　％≧規定値：　　　％）

	
	公園等
	　　　　　㎡（≧公的事業区域面積×３％＝　　　　㎡）

	
	緑地
	㎡（≧計画戸数　　戸　×　　　㎡＝　　　　㎡）

　　　　㎡（≧公的事業区域面積×　　　％＝　　　　㎡）

	
	放流先
	汚水
	□公共下水道本管　　　　□その他（　　　　　　　　）

	
	
	雨水
	□公共下水道本管　　　　□その他（　　　　　　　　）

	
	防火水槽
	基　　　　　　㎥

	
	消火栓
	箇所

	
	集会施設
	敷地面積　　　　　㎡　　延べ面積　　　　　　　㎡

	
	ごみ集積施設
	㎡　　　　箇所

	その他（備考）
	


（第３面）

新たに設置する公共施設（都市計画法第３２条に該当するものに限る。）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

従前の公共施設（都市計画法第４０条第１項に該当するものに限る。）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、従前の公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
（第４面）

新たに設置する公共施設等（都市計画法第３２条に該当するものを除く。）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の寄附
（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	


	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

様式第４号（第８条関係）

公的開発事業変更届

（第１面）

	年　　月　　日

明　石　市　長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　（　　　）

明石市公的開発指導要綱第８条の規定による届出及び協議の申請を行った公的開発事業について、次のとおり変更しますので、同条第２項の規定により、その旨を届け出ます。

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	公的開発事業

区域面積
	　　　　　　　㎡
	建築物の用途
	

	変　更　概　要
	□事業計画

□事業者の（□名義　□住所等）

□代理者の（□名義　□住所等）
□事業施行者の（□名義　□住所等）
□その他（　　　　　　　　　　　）

	変　更　理　由
	

	＊事務処理欄


	（第２面）

	変更項目
	変更前
	変更後

	
	
	

	市長等との変更協議の要・不要

	担当部（課）
	担当者
	書類訂正
	図面差替え
	変更協議
	作業実施日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（第３面）
	公的開発事業区域
	用途地域
	

	
	防火地域等
	□防火地域　　　　　　　　　　　□準防火地域　

□建築基準法第２２条指定区域　　□指定なし

	
	その他の区域
（高度地区等）
	□高度地区(第　　種)　□地区計画区域　□建築協定区域

□都市計画施設又は市街地開発事業の施行区域

□土地区画整理法第７６条の制限区域

□宅地造成工事規制区域　□その他（　　　　　　　　）

	公的開発事業に係る建築物
	主要用途
	

	
	工事種別
	□新築　　　□増築　　　□改築

	
	高さ
階　　数
構　　造
戸　　数
	　　　　　　ｍ
地上　　　　　　階　　　　　地下　　　　　階
　　　　　　　　造　　　　　一部　　　　　造
　　　　　　　　戸

	
	建築面積
	（申請面積） （申請以外の面積）　　　　（合　計）

　　　　㎡　　　　　　　㎡　　　　　　　　　㎡

	
	延べ面積
	（申請面積） （申請以外の面積）　　　　（合　計）

　　　　㎡　　　　　　　㎡　　　　　　　　　㎡

	公的開発事業に係る公共施設等
	一区画敷地面積
	(最小)　　　㎡(≧１３０㎡)　(平均)　　　㎡(≧１５０㎡)

	
	小規模住戸
	□有（床面積　　　　㎡≦４０㎡）　　　□無

	
	自動車駐車場
	台（　　　　％≧規定値：　　　％）

	
	駐輪場
	台（　　　　％≧規定値：　　　％）

	
	公園等
	　　　　　㎡（≧公的事業区域面積×３％＝　　　　㎡）

	
	緑地
	㎡（≧計画戸数　　戸　×　　　㎡＝　　　　㎡）

　　　　㎡（≧公的事業区域面積×　　　％＝　　　　㎡）

	
	放流先
	汚水
	□公共下水道本管　　　　□その他（　　　　　　　　）

	
	
	雨水
	□公共下水道本管　　　　□その他（　　　　　　　　）

	
	防火水槽
	基　　　　　　㎥

	
	消火栓
	箇所

	
	集会施設
	敷地面積　　　　　㎡　　延べ面積　　　　　　　㎡

	
	ごみ集積施設
	㎡　　　　箇所

	その他（備考）
	


（第４面）

新たに設置する公共施設(都市計画法第３２条に該当するものに限る。)に関する変更事項
（変更後）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

（変更前）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
（第５面）

都市計画法第４０条第１項に係る従前の公共施設に関する変更事項

（変更後）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、従前の公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

（変更前）

	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

（第６面）

新たに設置する公共施設等（都市計画法第３２条に該当するものを除く。）に関する変更事項

（変更後）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の寄附
（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

（変更前）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の寄附
（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
様式第５号（第９条関係）

公的開発事業協議申請書

(第１面)

	年　　月　　日

　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　（　　　）

明石市公的開発指導要綱第９条第１項の規定により、次のとおり協議の申請を行います。

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	公的開発事業

区域面積
	　　　　　　　㎡
	建築物の用途
	

	設計者
	住　　所
	

	
	氏　　名
	

	
	電話番号
	

	事業施行者
	住　　所
	

	
	氏　　名
	

	
	電話番号
	

	代理者
	住　　所
	

	
	氏　　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　（担当）

	
	電話番号
	

	＊事務処理欄




（第２面）
	公的開発事業区域
	用途地域
	

	
	防火地域等
	□防火地域　　　　　　　　　　　□準防火地域　

□建築基準法第２２条指定区域　　□指定なし

	
	その他の区域
（高度地区等）
	□高度地区(第　　種)　□地区計画区域　□建築協定区域

□都市計画施設又は市街地開発事業の施行区域

□土地区画整理法第７６条の制限区域

□宅地造成工事規制区域　□その他（　　　　　　　　）

	公的事業に係る建築物の概要
	主要用途
	

	
	工事種別
	□新築　　　□増築　　　□改築

	
	高さ
階　　数
構　　造
戸　　数
	　　　　　　ｍ
地上　　　　　　階　　　　　地下　　　　　階
　　　　　　　　造　　　　　一部　　　　　造
　　　　　　　　戸

	
	建築面積
	（申請面積） （申請以外の面積）　　　　（合　計）

　　　　㎡　　　　　　　㎡　　　　　　　　　㎡

	
	延べ面積
	（申請面積） （申請以外の面積）　　　　（合　計）

　　　　㎡　　　　　　　㎡　　　　　　　　　㎡

	公的開発事業に係る公共施設等
	一区画敷地面積
	(最小)　　　㎡(≧１３０㎡)　(平均)　　　㎡(≧１５０㎡)

	
	小規模住戸
	□有（床面積　　　　㎡≦４０㎡）　　　□無

	
	自動車駐車場
	台（　　　　％≧規定値：　　　％）

	
	駐輪場
	台（　　　　％≧規定値：　　　％）

	
	公園等
	　　　　　㎡（≧公的事業区域面積×３％＝　　　　㎡）

	
	緑地
	㎡（≧計画戸数　　　戸　×　　　㎡＝　　　　㎡）

　　　㎡（≧公的開発事業区域面積×　　％＝　　　　㎡）

	
	放流先
	汚水
	□公共下水道本管　　　　□その他（　　　　　　　　）

	
	
	雨水
	□公共下水道本管　　　　□その他（　　　　　　　　）

	
	防火水槽
	基　　　　　　㎥

	
	消火栓
	箇所

	
	集会施設
	敷地面積　　　　　㎡　　延べ面積　　　　　　　㎡

	
	ごみ集積施設
	㎡　　　　箇所

	その他（備考）
	


（第３面）

新たに設置する公共施設（都市計画法第３２条に該当するものに限る。）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

従前の公共施設（都市計画法第４０条第１項に該当するものに限る。）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、従前の公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
（第４面）

新たに設置する公共施設等（都市計画法第３２条に該当するものを除く。)
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の寄附
（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

様式第６号（第９条関係）

公的開発事業変更協議申請書

（第１面）

	　　　年　　月　　日

　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　（　　　）

　

明石市公的開発指導要綱第９条第２項の規定により、次のとおり変更協議の申請を行います。

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	公的開発事業

区域面積
	㎡
	建築物の用途
	


	変更概要
	変更理由

	変更項目
	（変更前）
	（変更後）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	＊事務処理欄




（第２面）
	公的開発事業区域
	用途地域
	

	
	防火地域等
	□防火地域　　　　　　　　　　　□準防火地域　

□建築基準法第２２条指定区域　　□指定なし

	
	その他の区域
（高度地区等）
	□高度地区(第　　種)　□地区計画区域　□建築協定区域

□都市計画施設又は市街地開発事業の施行区域

□土地区画整理法第７６条の制限区域

□宅地造成工事規制区域　□その他（　　　　　　　　）

	公的開発事業に係る建築物
	主要用途
	

	
	工事種別
	□新築　　　□増築　　　□改築

	
	高さ
階　　数
構　　造
戸　　数
	　　　　　　ｍ
地上　　　　　　階　　　　　地下　　　　　階
　　　　　　　　造　　　　　一部　　　　　造
　　　　　　　　戸

	
	建築面積
	（申請面積） （申請以外の面積）　　　　（合　計）

　　　　㎡　　　　　　　㎡　　　　　　　　　㎡

	
	延べ面積
	（申請面積） （申請以外の面積）　　　　（合　計）

　　　　㎡　　　　　　　㎡　　　　　　　　　㎡

	公的開発事業に係る公共施設等
	一区画敷地面積
	(最小)　　　㎡(≧１３０㎡)　(平均)　　　㎡(≧１５０㎡)

	
	小規模住戸
	□有（床面積　　　　㎡≦４０㎡）　　　□無

	
	自動車駐車場
	台（　　　　％≧規定値：　　　％）

	
	駐輪場
	台（　　　　％≧規定値：　　　％）

	
	公園等
	　　　　㎡（≧公的開発事業区域面積×３％＝　　　　㎡）

	
	緑地
	㎡（≧計画戸数　　戸　×　　　　㎡＝　　　㎡）

　　　　㎡（≧公的開発事業区域面積×　　％＝　　　㎡）

	
	放流先
	汚水
	□公共下水道本管　　　　□その他（　　　　　　　　）

	
	
	雨水
	□公共下水道本管　　　　□その他（　　　　　　　　）

	
	防火水槽
	基　　　　　　㎥

	
	消火栓
	箇所

	
	集会施設
	敷地面積　　　　　㎡　　延べ面積　　　　　　　㎡

	
	ごみ集積施設
	㎡　　　　箇所

	その他（備考）
	


（第３面）

新たに設置する公共施設(都市計画法第３２条に該当するものに限る。)に関する変更事項
（変更後）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

（変更前）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
（第４面）

都市計画法第４０条第１項に該当する従前の公共施設に関する変更事項

（変更後）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、従前の公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

（変更前）

	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、従前の公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

（第５面）

新たに設置する公共施設等（都市計画法第３２条に該当するものを除く。）に関する変更事項

（変更後）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の寄附
（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

（変更前）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の寄附
（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
様式第７号（第１０条関係）

公共施設等整備に係る協議完了通知書

（第１面）
	明　　第　　　　　号

年　　月　　日
                       様

　　　　　　　　　　　　　　㊞

明石市公的開発指導要綱第１０条第２項の規定により、協議(完了・不要）の旨を通知します。

	□新規　　　（　　　年度　第　　号）
	□変更（第　　回）（　　　年度　第　　号）

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発事業

区域面積
	　㎡
	建築物の用途
	

	公的開発事業に係る公共施設管理者の同意(都市計画法第３２条関係)
	□同意する。　□該当する施設がない。

	完了検査
	□要　　　　　□不要

	付した条件
	


	（第２面）

	協　議　事　項（都市計画法第３２条に該当するものに限る。）

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	１　新たに設置する公共施設に関する協議成立事項（都市計画法第３２条に該当するものに限る。）

	種　別
	概　　　要
	管理者
	用地の帰属

（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
	（第３面）

	２　都市計画法第４０条第１項に係る従前の公共施設に関する協議成立事項

	種　別
	概　　　要
	管理者
	用地の帰属

（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、従前の公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

	３　新たに設置する公共施設等（都市計画法第３２条に該当するものを除く。）に関する協議成立事項

	種　別
	概　　　要
	管理者
	用地の寄附

（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

様式第８号（第１０条関係）

公的開発事業協議完了通知書
	明建調第　　　　　号

年　　月　　日
                       様

明石市長　　　　　　　　　㊞　　　　　　　　　　

明石市公的開発指導要綱第１０条第３項の規定により、同要綱に係る手続が完了した旨を通知します。

	□新規　（　　　年度　第　　号）
	□変更（第　　回）（　　　年度　第　　号）

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発事業

区域面積
	㎡
	建築物の用途
	

	要綱に係る

手続等の完了日
	市長との公共施設等の整備に係る最終協議完了日
	平成　年　月　日

	
	計画のお知らせ板設置の報告日
	平成　年　月　日

	備　考
	


様式第９号（第１１条関係）

	公　的　開　発　事　業　計　画　お　知　ら　せ　板
計画のお知らせ（□新築　□増築　□改築）

	公的開発事業の予定地
	地名地番
	明石市

	
	用途地域
	
	地域地区
	

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	公的開発事業の目的（建築物の用途）
	

	公的開発

事業の概要
	公的開発事業区域面積
	　　　　　　　　　　　　㎡

	
	延べ面積
	　　　　　㎡
	建築面積
	　　　　　㎡

	
	計画戸数
	棟　　　戸
	構　　造
	

	
	階　　数
	地上　　　階地下　　　階
	高さ
	ｍ

	
	工事期間
	年　月　日～　　年　月　日（予定）

	事業者
	住　　所

氏　　名

電話番号　　　　　（　　　　）

	設計者
	住　　所

氏　　名

電話番号　　　　　（　　　　）

	事業施行者
	住　　所

氏　　名

電話番号　　　　　（　　　　）

	事業計画に関する問い合わせ先
	住　　所

氏　　名

電話番号　　　　　（　　　　）

	お知らせ板

設置日
	年　　　月　　　日

	この標識は、明石市公的開発指導要綱第１１条第１項に基づき設置した

ものです。


備考

１　お知らせ板のサイズは、縦、横とも９０センチメートル以上とすること。
２　お知らせ板の下端が、地面から１メートル程度の位置になるよう設置すること。
３　お知らせ板の作成に当たっては、白板に黒色で記載内容を明記すること。
様式第１０号（第１１条関係）

公的開発事業計画お知らせ板設置報告書

	年　　月　　日

明　石　市　長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　（　　　）

明石市公的開発指導要綱第１１条第１項の規定により、お知らせ板を設置したので報告します。

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的事業

区域面積
	㎡
	建築物の用途
	

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	設計者
	住　　所
	

	
	氏　　名
	

	
	電話番号
	

	事業施行者
	住　　所
	

	
	氏　　名
	

	
	電話番号
	

	代理者
	住　　所
	

	
	氏　　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　（担当）

	
	電話番号
	

	お知らせ板

設置日
	年　　　月　　　日

	＊事務処理欄


様式第１１号（第１５条関係）

検査願出書

（第１面）

	　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　（　　　）

明石市公的開発指導要綱第１５条第項の規定により、公共施設等の整備に関する工事が完了したので、検査を願い出ます。

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発事業

区域面積
	　　　　　　　㎡
	建築物の用途
	

	協議完了通知番号
	年度　　明　　第　　号　（　　年　　月　　日）

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	完了内容
	□公的開発事業区域全部完了

□第　　工区　　　　　㎡完了　　（完了計　　　　　㎡）

	連絡先
	住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　（担当）

電話　　　（　　　）

	起案
	
	決裁
	
	実施
	
	調査
	

	部長
	
	課長
	
	副課長
	
	係長
	
	係
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	次長
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　伺）上記願出について検査した結果、協議（同意）した内容に適合していることを確認しましたので、別紙により申請者へ通知してよろしいか。


（第２面）

新たに設置する公共施設（都市計画法第３２条に該当するものに限る。)に係る事項

ア　協議結果に基づくもの
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

イ　確定測量に基づくもの
	種　別
	概　　要
	誤差（％）
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

（第３面）

新たに設置する公共施設等（都市計画法第３２条に該当するものを除く。）に係る
事項

ア　協議結果に基づくもの
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の寄附
（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

イ　確定測量に基づくもの
	種　別
	概　　要
	誤差（％）
	管理者
	用地の寄附

（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

様式第１２号（第１５条関係）

検査完了通知書

（第１面）

	明　　第　　　　　号

年　　月　　日
                       様

　　　　　　　　　　　　　㊞

明石市公的開発指導要綱第１５条の規定により、公的事業に係る公共施設等の工事の完了検査が終了したので、その旨を通知します。

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発事業

区域面積
	　　　　　　　㎡
	建築物の用途
	

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	今回完了内容
	□公的開発事業区域全部完了

□第　　工区　　　　　㎡　完了　　（完了計　　　　㎡）

	完了検査実施日
	年　　月　　日

	備考
	□上記の公的開発事業に係る公共施設等については、施工誤差が許容の範囲内であることを確認したので、変更協議は不要です。

□その他


（第２面）

新たに設置する公共施設（都市計画法第３２条に該当するものに限る。）に係る事項

ア　協議結果に基づくもの
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

イ　確定測量に基づくもの
	種　別
	概　　要
	誤差（％）
	管理者
	用地の帰属

（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
（第３面）

新たに設置する公共施設等（都市計画法第３２条に該当するものを除く。）に係る

事項

ア　協議結果に基づくもの
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の寄附
（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。

イ　確定測量に基づくもの
	種　別
	概　　要
	誤差（％）
	管理者
	用地の寄附

（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


注　概要欄には、新たに設置する公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
様式第１３号（第１６条関係）

引　継　書

（第１面）

	　　　年　　月　　日

明　石　市　長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　（　　　）

明石市公的開発指導要綱第１６条第１項の規定により、公共施設等及びその用地について引き継ぎます。

	公的開発事業

区域地名地番
	明石市

	公的開発事業

区域面積
	　　　　　　　㎡
	建築物の用途
	

	公的開発

事業区分
	□都市計画法第１１条第１項（第８号・第１０号）

□都市計画法第１２条第１項（第１号・第２号・第３号・第５号）

□都市計画法第２９条第１項第９号

□都市計画法第３４条の２第１項の協議を要する事業

□位置指定道路　□集合住宅　□（中高層・特定規模）建築物

	引き継ぐ

公共施設等
	種　　別
	原　　因

	
	
	

	＊事務処理欄


（第２面）
引き継ぐ公共施設（都市計画法第３２条に該当するものに限る。）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の帰属
（帰属先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、引き継ぐ公共施設の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
引き継ぐ公共施設等（都市計画法第３２条に該当するものを除く。）
	種　別
	概　　要
	管理者
	用地の寄附
（寄附先）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　概要欄には、引き継ぐ公共施設等の種別に応じ、幅員（幅）、延長（奥行）、面積、規格、箇所数、台数等を記入すること。
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